
（平成２３年７月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都国民年金 事案 2350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年２月及び同年３月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 43 年 11 月から 44 年 10 月まで 

    私は、結婚後しばらく勤めていたが、夫から年金を切らしてはいけな

いと言われていたので、昭和 43 年 11 月に会社を退職する際、国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料は社会保険事務所（当時）で納付し

ていた。申立期間のうち、昭和 44 年２月及び同年３月については領収書

も保管しており、申立期間が未納とされていることには納得できないの

で、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した昭和 43 年 11 月頃に国民年金に加入し、申立

期間の国民年金保険料を納付していたと主張している。 

   この申立てについて、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、所持

する国民年金手帳において、発行日は昭和 44 年 11 月 14 日であり、同日付

けで、遡って加入ができない任意の種別で国民年金被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから、申立人は、この日に加入手続を行った

ものと考えられ、申立内容とは符合しない。 

   また、上記の国民年金手帳の昭和 44 年度の印紙検認記録欄を見ると、申

立人は、加入手続日に昭和 44 年 11 月から 45 年１月までの国民年金保険料

を納付していることが検認印により確認できるとともに、44 年 10 月以前

については、保険料が納付できないことを示す「不要」の押印が認められ、

このことは、Ａ市の国民年金被保険者名簿の記録とも一致していることか



                      

  

ら、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、保険料は納付できない期

間である。 

   しかしながら、申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年２月及び同年３月

の国民年金保険料について、45 年６月 10 日に納付したことを示す国庫金

納付書・領収証書を所持しているところ、この１年後に当たる 45 年２月及

び同年３月の国民年金保険料は、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、当

該領収証書と同日の 45 年６月 10 日に過年度納付されていることが確認で

きることから、当該領収証書に係る国庫金納付書は、45 年２月及び同年３

月の保険料に係る国庫金納付書を交付する際に誤って交付された可能性が

うかがわれ、当該期間の保険料が充当又は還付処理された記録は確認でき

ないことから、当該期間の保険料が、現在まで長期間国庫歳入金として取

り扱われていたものと考えられ、国民年金の被保険者となり得ないことを

理由として還付することは信義則に反するものと考えられる。 

   さらに、申立人が、申立期間のうち、昭和 43 年 11 月から 44 年１月まで

の期間及び同年４月から同年 10 月までの期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、申立人に

ついて、同手帳記号番号払出簿検索システムによりＢ県内全てについて、

「Ｃ（漢字）」及び「Ｄ（カナ）」で検索し、申立人について、オンライン

記録により婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおら

ず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年２月及び同年３月の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

京都国民年金 事案 2351 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月から同年３月まで 

    私は、平成３年１月頃転職したので、この頃国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料が口座振替となるまでは納付書により納付していた。

申立期間が未納とされていることには納得できないので、調査してほし

い。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は平成３年１月以降、

国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料を全て納付

していることが確認できることから、保険料の納付意識は高かったものと

考えられる。 

   また、オンライン記録において「納付書作成日 平成４年 12 月 11 日」

の記載が確認できることから、申立期間について、この頃過年度納付書が

発行されたものと推認され、申立人は、当該納付書によりこの時点で時効

とならない申立期間の国民年金保険料を納付したものと考えても不自然で

はない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）本社における資格喪失日に係る記録を昭和 22 年３月 13 日、同社Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を同年３月 13 日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 600 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 22 年３月 12 日から同年６月３日まで 

    私は、昭和 18 年 10 月１日にＡ株式会社に入社し、昭和 40 年８月 21

日まで勤務していた。年金記録では、同社Ｃ支店への転勤に伴って昭和

22 年３月 12 日に被保険者資格を喪失し、同年６月３日に資格を取得する

までの期間が空白期間となっている。申立期間の年金記録を認めてほし

い。  

   （注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    株式会社Ｂが保管する従業員名簿及び人事記録の記載から判断すると、

申立人はＡ株式会社に継続して勤務し（同社本社から同社Ｃ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

    なお、異動日については、人事記録に「22.3.13 Ｃ支店」と記載されて

おり、申立人は同日にＡ株式会社本社から同社Ｃ支店に異動したことが確

認できることから、昭和 22 年３月 13 日とすることが妥当である。 



                      

  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ支店

における昭和 22 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、600 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立てに係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会

保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①について、事業主は、申立人が昭和 32 年５月２日に厚生年金

保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）

Ｃ部における厚生年金保険被保険者の資格取得日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

   なお、申立期間①の標準報酬月額については、１万 2,000 円とすること

が必要である。 

   申立期間②について、申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給し

ていないものと認められることから、申立期間②に係る脱退手当金の支給

の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年５月１日から同年６月 21 日まで 

             ② 昭和 33 年４月２日から 34 年７月 20 日まで 

    オンラインの記録では、Ｄ株式会社Ｅ工場Ｆ部で昭和 25 年 11 月１日

に資格取得し、その後 32 年５月１日に資格を喪失、同年６月 21 日にＡ

株式会社Ｇ工場Ｃ部で資格を再取得し、引き続き 34 年７月 20 日までＡ

株式会社に加入したことになっているが、社名変更や、Ｅ工場からＧ工

場への転勤はあったものの、空白無く継続して勤務していたので調査し

てほしい。 

    また、昭和 25 年 11 月１日から 32 年５月１日までのＤ株式会社Ｆ部（後

にＡ株式会社Ｈ部）での厚生年金保険被保険者期間については、34 年７

月 20 日に退職した後に脱退手当金を受給した記憶は有るが、33 年４月２

日から 34 年７月 20 日までのＡ株式会社については、脱退手当金を受給

した記憶は無いので調査してほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｂ株式会社が保管する申立人に関する手書き式社

員名簿において、入社日（昭和 25 年７月７日）は記載されているが、転勤

日及び退職日は記載されていない。 

   しかしながら、Ｂ株式会社は、上記社員名簿の記載から、「申立人は正社

員であったと思われる。」と回答している。 

   一方、Ｂ株式会社が保管する「厚生年金保険適用事業所変遷」及びＡ株

式会社及び同社Ｃ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

Ａ株式会社及び同社Ｃ部の社員は、いずれも同社Ｇ工場内で厚生年金保険

が適用されていることが確認できる。このことについて、同社担当者は「Ｅ

工場社員の厚生年金保険の適用については、昭和 32 年５月２日からはＧ工

場で全て行っていたものと思われる。」と供述している。 

   また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳、及びＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、同社において昭和 32 年５月２日

に資格を取得した旨の記載が確認できるが、上記被保険者台帳には資格喪

失日の記載が無く、被保険者名簿においては「33．10．10 資格取消」の

記載が有ることが確認できる上、いずれの記載もオンライン記録では確認

できない。 

   しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、

申立人と同様の厚生年金保険被保険者資格取得日及び資格取消の記載の有

る３名の同僚については、同社Ｃ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の資格取得日が申立人と同日である昭和 32 年６月 21 日であるにもか

かわらず、オンライン記録の同社Ｃ部における資格取得日は同年５月２日

となっていることが確認できる。 

   また、上記複数の同僚は、「私もＥ工場のＣ部からＧ工場のＣ部に異動し、

同じ部所の者も同時に異動した。異動に際して待機期間は無く、退職及び

再雇用の話は聞いたことが無い。」と供述している。 

   さらに、日本年金機構のＥ事務センターは、「申立人の記録と同僚の記録

に差異が生じた原因は不明であるが、申立人は同僚のオンライン記録と同

じ記録になると思われる。」と回答していることから、申立期間当時、社会

保険事務所において適切な事務処理が行われていなかったことがうかがえ、

上記同僚の記録から、申立人のＡ株式会社Ｃ部における資格取得日は、昭

和 32 年５月２日であると考えられる。 

   以上を総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 32 年５月２日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったも

のと考えるのが相当であり、申立人のＡ株式会社Ｃ部に係る資格取得の記



                      

  

録を同日に訂正することが妥当である。 

   なお、昭和 32 年５月の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ

部に係る同年６月の社会保険事務所の記録から、１万 2,000 円とすること

が妥当である。 

   一方、申立期間①のうち昭和 32 年５月 1 日については、Ｂ株式会社は、

申立人に関する上記手書き式社員名簿以外の資料を保管していないことか

ら、申立人の当該期間における勤務実態については不明である旨回答して

いる。 

   また、Ａ株式会社Ｃ部及びＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に記載されている複数の同僚に照会したが、申立人が同日に勤務

していたことが確認できる資料及び供述は得られない。 

   そのほかに、申立人の昭和 32 年５月 1 日の勤務実態について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

昭和 32 年５月 1 日について、申立人が厚生年金保険被保険者であることを

認めることはできない。 

   申立期間②について、申立人には、申立期間②の直前に未請求となって

いるＡ株式会社Ｃ部での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該事業所

は申立期間②の関連事業所であること、及び当該事業所から申立期間②に

引き続き勤務していることから、申立人がこれを失念するとは考え難い上、

両事業所は同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号及び同一の社会保険

事務所管内であるにもかかわらず、当該事業所が未請求となっているのは

事務処理上不自然である。 

   また、脱退手当金支給金額は法定支給額に一致しない上、申立人が脱退

手当金を受給したことを記憶しているＤ株式会社Ｆ部に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを

示す「脱」の表示が有るが、申立期間②であるＡ株式会社に係る被保険者

名簿の申立人の欄には「脱」の表示が無いことが確認できる。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

京都国民年金 事案 2352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年９月から５年 10 月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月から５年 10 月まで 

    私は、平成２年＊月頃にＡ県Ｂ町役場で国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料は、当時、無収入の学生であり納付が困難だったため、

免除申請を行った。その際、同町役場の担当者は、｢在学期間中の保険料

納付免除の適用は問題無く、後は手続をしておく。｣と言われたため、私

はそれを信用しており、申立期間の保険料が免除になっていないことに

は納得できないので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時は学生であり、国民年金保険料が免除されてい

たと主張している。 

   しかしながら、申立期間のうち、平成２年９月から３年３月までについ

て、当時、学生は国民年金への加入義務は無く、申立人は、国民年金保険

料の納付を前提とした任意加入の対象者であることから、制度上、免除は

受けられず、Ｂ町も任意加入である学生について、免除申請は受け付けな

かったとしており、申立人の主張とは符合しない。 

   また、申立期間のうち、平成３年４月から５年 10 月までについて、国民

年金保険料の納付が免除されるためには、申立人は、申立期間当時に国民

年金の加入手続を行い、国民年金手帳記号番号の払出しを受ける必要があ

るが、申立人の同手帳記号番号は、７年６月にＣ県Ｄ区で払い出されてい

ることが、前後の被保険者記録により推認でき、この頃国民年金の加入手

続を行ったものと考えられ、この時点までは、当該期間を含む申立期間は



                      

  

国民年金に未加入の期間であることから、申立人は、当該期間についても、

免除申請を行うことはできなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏名を複数の読み方で

検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

   



                      

  

京都国民年金 事案 2353 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年７月から５年１月までの期間及び同年 11 月から７年

４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： ① 平成４年７月から５年１月まで 

             ② 平成５年 11 月から７年４月まで 

    私は、20 歳になった際、親に勧められ国民年金に加入し、勤務してい

た会社を退職した平成５年 11 月頃にも国民年金の再加入手続を行った。

国民年金保険料は月に１回近所の郵便局へ行き納付していた。申立期間

が未納とされていることには納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった平成４年＊月頃国民年金に加入し、勤務先の会

社を退職した５年 11 月頃にも国民年金の再加入手続を行い、申立期間①及

び②の国民年金保険料を郵便局で納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付するには、申

立期間当時に、申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出されているこ

とが必要であるが、オンライン記録では、平成９年４月 18 日付けで、申立

人に基礎年金番号が付番されており、この時点において、同手帳記号番号

が払い出されていた形跡は見当たらず、申立内容とは符合しない上、申立

人の国民年金の記録は当該基礎年金番号によって管理されていることが確

認できる。 

   また、上記の基礎年金番号が付番された時点では、申立期間①及び②の

大半は既に時効により国民年金保険料を納付できない期間である上、一部

については、過年度納付は可能であったものの、オンライン記録において、



                      

  

申立期間②に後続する平成７年５月から８年３月までの保険料が過年度納

付されていることが確認できることを踏まえると、申立人は基礎年金番号

付番後、この過年度納付を行った時点において、納付可能な当該期間につ

いてのみ、遡及納付を行ったものと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 



                      

  

京都国民年金 事案 2354 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 58年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 58 年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続についての記憶は定かではないが、夫が会

社を辞めて自営業となったため、昭和 55 年４月から夫と共に国民年金保

険料の納付を開始したはずであり、申立期間が未納となっていることに

は納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が会社を辞めて自営業となったため、昭和 55 年４月か

ら国民年金保険料の納付を開始したと主張している。 

   しかしながら、Ａ市の国民年金被保険者名簿において、申立人及びその

夫は昭和 59 年３月 10 日に加入手続を行っていることが確認でき、このこ

とは、市町村における加入手続後に、社会保険事務所（当時）において日

付が記載されることとなる国民年金手帳記号番号が同年同月 19 日付けで

払い出されていることが同手帳記号番号払出簿検索システムにおいて確認

できることとも整合し、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人が国民年金に加入した上記の時点において、申立期間の一

部は、既に時効により国民年金保険料を納付できず、申立期間の保険料を

納付するには特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時

期ではない上、申立人から遡って納付したとの主張も無い。 

   さらに、申立人又はその夫が申立期間の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人



                      

  

について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年 12 月１日から 50 年４月１日まで 

               （Ａ社） 

             ② 昭和 50 年４月１日から同年８月１日まで 

               （株式会社Ｂ） 

             ③ 昭和 51 年３月１日から 52 年１月 16 日まで 

               （Ｃ株式会社） 

    Ａ社、株式会社Ｂ及びＣ株式会社に勤務していた期間について脱退手

当金を受け取ったことになっているが、受け取ったことも手続をした記

憶も無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①のＡ社、申立期間②の株式会社Ｂ及び申立期間③

のＣ株式会社の申立期間に係る脱退手当金を受給していないと主張してい

る。 

   しかしながら、Ｄ年金事務所が保管している申立人の脱退手当金裁定請

求書には、申立人の氏名及び申立人が申立期間③当時居住していた住所が

記載されているほか、「脱退手当金受領を選択」とのゴム印の横に申立人の

印鑑が押され、希望の受領場所欄にはＥ銀行（当時）Ｆ支店の口座番号が

記載されているとともに「国庫金送金振込済 52.3.14 送金通知書送付済」

との押印が確認でき、支払額 15 万 8,900 円は法定支給額（15 万 8,947 円）

とほぼ一致している。 

   また、申立期間③のＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名



                      

  

簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」

のゴム印が押されている上、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か

月後の昭和 52 年３月 14 日に支給されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間①、②及び③の前に脱退手当金が未請求と

なっている別事業所での厚生年金保険被保険者期間があるが、当該裁定請

求書には未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが

確認できるほか、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間と

は別番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号

で管理されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏ま

えると、支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年４月 25 日から 22 年 10 月１日まで 

               （株式会社Ａ） 

             ② 昭和 25 年１月５日から 27 年９月１日まで 

               （Ｂ工場） 

    申立期間の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給していないの

で調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の株式会社Ａ及び申立期間②のＢ工場の厚生年金

保険被保険者期間について、脱退手当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、申立人に係るオンライン記録及び厚生年金保険被保険者

台帳を見ると、申立期間②に係る厚生年金保険資格喪失日から約３か月後

の昭和 27 年 12 月 22 日に支給されていることが確認できるほか、当該被保

険者台帳の裏面の保険給付記録欄には、脱退手当金が支給されたことを示

す給付種類「脱手」、資格期間「50」、支給金額「13,605」、支給年月日

「27.12.22」が記載されているとともに、備考欄には、「附７」（昭和 22 年

法律第 45 号附則第７条）と記載されていることから、女子の特別加算が行

われたことがうかがえ、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、脱退手当金が支給された昭和 27 年 12 月 22 日は通算年金制度創設

前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金が受給で

 



                      

  

きなかったことから、Ｂ工場を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い申

立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   なお、申立人には、申立期間①及び②の前に脱退手当金が未請求となっ

ている別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険

者期間と申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、

請求者からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把

握することは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存

在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 11 月 17 日から 34 年３月１日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 35 年１月５日から同年９月 21 日まで 

               （Ｂ社） 

    脱退手当金制度が有ることすら知らなかったので、脱退手当金を請求

していない。申立期間に係る脱退手当金も受け取った記憶が無いので、

調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社及びＢ社（現在は、Ｃ株式会社）の申立期間に係

る脱退手当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の記載が有

る上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定に必要

となる標準報酬月額等を社会保険庁(当時)から当該脱退手当金を裁定した

裁定庁へ回答したことを意味する「回答済 37.9.1」の押印が確認できる

ほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自

然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前後に脱退手当金が未請求となっている

別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間

と申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求



                      

  

者からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握す

ることは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在す

ることに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年３月 10 日から 35 年 10 月１日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 39 年７月 20 日から 45 年４月６日まで 

               （Ｂ社） 

    Ａ株式会社及びＢ社の厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当

金が受給済みとされているが、脱退手当金を受給した記憶が無いので調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①のＡ株式会社及び申立期間②のＢ社の厚生年金保

険被保険者期間について、脱退手当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金が支給されていることを意味する「脱手」の表示が確認できる上、

申立期間①及び②に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立

期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 45

年６月 24 日に支給されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らない。  

   なお、申立人には、申立期間①の前と②の前に脱退手当金が未請求とな

っている別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保

険者期間と申立期間である被保険者期間とは別の厚生年金保険被保険者番

号で管理されており、当時、請求者から申出が無い場合、別番号で管理さ



                      

  

れている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月１日から 42 年９月 21 日まで 

    私の年金記録によると、株式会社Ａにおいて、脱退手当金を支給され

たことになっているが、受給した記憶が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、株式会社Ａの申立期間に係る脱退手当金を受給していないと

主張している。 

   しかしながら、Ｂ年金事務所には、申立人の脱退手当金裁定請求書が保

管されており、株式会社Ａの厚生年金保険被保険者期間について脱退手当

金を請求していることが確認できる。  

   また、脱退手当金裁定請求書には、「受付 42.10.13 Ｂ社会保険事務所」、

同計算書には、決定年月日「42.11.20」及び「小切手 42.11.29 交付済」

の押印が有る上、払渡店（届）に「Ｃ郵便局」と記載され、当該請求書の

住所地が、申立人が記憶している当時の住所地と一致していることから、

社会保険事務所（当時）が、小切手を発行し、申立人の当時の住所地近く

のＣ郵便局において、隔地払いで脱退手当金が支給されたことが確認でき

る。 

   さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の押印が有

る上、申立期間に係る脱退手当金は、厚生年金保険資格喪失日から約２か

月後の昭和 42 年 11 月 29 日に支給されており、その支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金



                      

  

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

の３事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書によ

ると、未請求の被保険者期間に係る事業所が記載されていないことが確認

できるほか、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは別

番号で管理されており、当時、請求者から申出が無い場合、別番号で管理

されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。  

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2562 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年７月１日から 39 年８月 15 日まで 

               （有限会社Ａ） 

             ② 昭和 39 年 11 月１日から 44 年１月 26 日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間①及び②に係る脱退手当金が支給済みになっていることを知

ったが、受給した記憶は無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②の最終事業所を管轄しているＣ年金事務所には、申立

人の脱退手当金裁定請求書が保管されており、同裁定請求書には、「支払済 

44.５.13」の押印が有るとともに、昭和 44 年５月 13 日に申立人が脱退手

当金を受領した旨の署名及び押印が確認できる。 

   また、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には脱退手当金の支給を意味する「脱手」の押印が確認でき、申立期間

の脱退手当金は、申立期間①及び②の２事業所を通算して算出されており、

その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間①の前に脱退手当金が未請求となっている

別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書による

と、未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認

できるほか、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは別



                      

  

番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管

理されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえる

と、支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2563 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年７月 20 日から 35 年９月１日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 40 年３月 23 日から 42 年４月７日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受給した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ年金事務所が保管する申立人に係る脱退手当金裁定請求書には、申立

期間①及び②に係る厚生年金保険の被保険者期間が記載されており、「受付 

42.９.７ Ｃ社会保険事務所」、「送金済 42.11.16 Ｃ社会保険事務所」

の押印が確認できる。 

   また、申立期間①及び②の最終事業所であるＢ株式会社（現在は、Ｄ株

式会社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱

退手当金が支給されていることを意味する「脱手 42.10.13」の表示が有

るとともに、脱退手当金は申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者期間

を通算して算出されており、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、脱退手当金支給日の前に脱退手当金が未請求となっ

ている７回の別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、上記の脱

退手当金裁定請求書によると、未請求の被保険者期間に係る事業所名が記



                      

  

載されていないことが確認でき、当時、請求者から申出が無ければ、当該

厚生年金保険被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえる

と、支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2564 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年７月 10 日から 36 年７月１日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 36 年８月１日から 38 年９月１日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    脱退手当金が支給済みになっていることを知ったが、退職後に一時金

を受給した記憶がないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①のＡ株式会社及び申立期間②のＢ株式会社の申立

期間に係る脱退手当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、Ｃ年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書

において、「受付 昭 38.９.５ Ｃ社会保険出張所」、「小切手 38.12.７ 交

付済」の押印が確認できる。 

   また、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱退手当金」の押印がある上、脱

退手当金は、申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者期間を通算して算

出されており、その支給額には計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和 38年 12月７日に支給されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書によると、



                      

  

未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認でき

るほか、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは別の厚

生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されており、当時、請求者からの

申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは

困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに

不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2565 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月 26 日から 47 年 12 月 26 日まで 

    脱退手当金が支給済みになっていることを知ったが、受給した記憶は

無いので、調べてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ年金事務所には、申立人の株式会社Ｂに係る脱退手当金裁定請求書が

保管されており、「受付 48.１.26 Ａ社会保険事務所」、「支払済 48.

２.21」が押印され、現金で支払われていることが確認できる。 

   また、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の押印が有るとともに、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りが無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 48 年２月 21 日に支給さ

れているなど、脱退手当金の支給等に係る一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   さらに、申立人は、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書によると、

未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認でき

るほか、未請求の被保険者期間と申立期間の被保険者期間とは別番号で管

理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管理されて

いる被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、支給

されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。  

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2566 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 10月１日から 36年 10月 26日まで  

               （Ａ社） 

             ② 昭和 36年 10月 31日から 44年１月 25日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受給した記憶がないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①のＡ社及び申立期間②のＢ株式会社の厚生年金保

険被保険者期間について、脱退手当金を受給した記憶はないと主張してい

る。 

   しかしながら、Ｃ年金事務所には、申立人の脱退手当金裁定請求書及び

脱退手当金支給額計算書等が保管されており、当該両事業所の被保険者期

間（申立期間と一致）について脱退手当金を請求していることが確認でき

る。 

   また、脱退手当金裁定請求書において｢受付 昭和 46 年４月 13 日 Ｃ社

会保険事務所｣、｢現金 46.６.18 支払済｣の押印が有るとともに、脱退手

当金支給計算書の裏面には 46 年６月 18 日付けで脱退手当金を受給した旨

の署名及び押印が有ることが確認できる。 

   さらに、同請求書に添付されている厚生年金保険被保険者記録（回答）

から申立期間①及び②の２事業所における被保険者期間を通算して算出さ

れていることが確認でき、その支給額には計算上の誤りは無く、一連の事



                      

  

務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、脱退手当金支給日の前に脱退手当金が未請求となっ

ている別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、管轄社会保険事

務所が異なっており、また、上記裁定請求書において、未請求の事業所の

被保険者期間が記載されていないことが確認できる上、当時、請求者から

の申出がない場合、別社会保険事務所で管理されている被保険者期間を把

握することは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存

在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2567 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月７日から 37 年６月 26 日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた申立期間に係る脱退手当金が支給済みにな

っているが、私は脱退手当金を受給した記憶が無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約７か月後の昭和 38 年１月 28 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管理さ

れている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2568 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月１日から 37 年６月 25 日まで 

                （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 37 年６月 25 日から 38 年７月 27 日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間①及び②の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給した

ことになっているが、私は、脱退手当金を受給した記憶が無いので、調

べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の備考欄

には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が有る上、脱

退手当金は申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者期間を通算して算出

されており、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②の厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 38年 12月 18日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている二

つの別事業所の厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期

間と申立期間である被保険者期間とは、別の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別の番号

で管理されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏ま

えると、支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2569 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年１月５日から 41 年 10 月１日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 41 年 10 月１日から 43 年 10 月１日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受給した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が有る上、脱退

手当金は申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者期間を通算して算出さ

れており、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②の厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 44 年２月 14 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管理さ

れている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

支給されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2570 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年６月１日から 40 年７月 24 日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 40 年 10 月１日から 42 年８月１日まで 

               （Ｂ社） 

             ③ 昭和 42 年 11 月１日から 43 年７月１日まで 

               （Ｃ社） 

    申立期間の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給したことにな

っているが、脱退手当金を受け取った記憶が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書には、「受付 43.

９.７ Ｄ社会保険事務所」、「現金 43.10.25 支払済」の押印が有るとと

もに、昭和 43 年 10 月 25 日に社会保険事務所（当時）の窓口で脱退手当金

を受領した旨の申立人の署名及び押印が確認できる。 

   また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金の支給を意味する「脱手」の表示が確認できる上、脱退手当金

は、申立期間①から③までの厚生年金保険被保険者期間を通算して算出さ

れており、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間③に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 43年 10月 25日に支給され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別



                      

  

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書には、未

請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認できる

上、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは別の厚生年

金保険被保険者台帳記号番号で管理されており、当時、請求者からの申出

が無い場合、別の番号で管理されている被保険者期間を把握することは困

難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに不

自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


